
６．公営住宅等を整備する事業，中心市街地共同住宅供給事業その他の住宅の供給のための
事業及び当該事業と一体として行う居住環境の向上のための事業等に関する事項 

 ［１］街なか居住推進の必要性 
（１）現状分析 
北九州市では、過去の都市構造形成の経緯から、低密度な市街地が郊外に拡大したが、
人口減少、高齢化の進行を踏まえ、街なかの空洞化に対応するため、近年は、街なか居
住の促進を図るなど、コンパクトなまちづくりを進めている状況である。 
小倉都心地区には、リバーウォーク北九州等、文化・情報・商業・業務の高次都市機
能、市立医療センター、総合保健福祉センター、子育てふれあい交流プラザ等の都市福
利施設が集積しており、居住ニーズに対応した魅力ある居住環境が形成されつつある。 
近年では、居住環境の整備の進展等に伴い、小倉都心地区では、民間のマンション開
発が徐々に増えつつあり、高層のタワー型マンション等、比較的大規模な住宅供給も進
められており、居住人口が増加しつつある。小倉都心地区の居住人口は、10年間で 8.2％
増、世帯規模は、1.74人/世帯に縮小し、比較的若年層の比率が高い状況である。一方、
ＪＲ小倉駅周辺の利便性が高い地区で、地価が大幅に下落し、低未利用地がまだ多く存
在している。今後は、都心の魅力ある居住環境を生かして、高齢者やファミリー層等の
多様なニーズに対応した良好な居住環境の整備を図りつつ、都心居住を更に促進してい
くことが重要である。 
 
（２）住宅の供給のための事業及び当該事業と一体として行う居住環境のための事業等、

街なか居住の推進の必要性 
このような現状を踏まえ、小倉都心地区の活性化に向けて、都心の充実した居住サー
ビス機能の集積や、職住近接等の地理的条件を活かし、街の活力の向上に資する定住人
口のさらなる増加を図る。 
具体的には、街なか居住を推進するための事業として、民間活力を生かしながら、多
様な居住スタイルに対応した質の高い居住環境の整備、住宅取得者等への支援など、一
体的な事業の推進を図ることが必要である。 
 
（３）フォローアップの考え方 
毎年度、事業の進捗調査を行い、状況に応じて必要な改善措置を講じる。 
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［２］具体的事業の内容 
（１）法に定める特別の措置に関連する事業 

該当なし 
 
（２）①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名、内容及び
実施時期 

目標達成のための位置付け及び必
要性 

実施主体 

事業名：西小倉駅
前第一地区市街
地再開発事業（再
掲） 

西小倉駅
前第一地
区市街地
再開発組
合 

都心居住を促進する施策に位
置付けられる事業であり、都心と
いう恵まれた立地条件にありな
がら、これを活かした土地の高度
利用が不十分で、木造家屋の老朽
化、関連する都市計画道路の整備
など、都市機能の早急な更新が求
めら、都市計画道路等の公共施設
と住宅・商業機能を備えた民間再
開発ビルを一体的に整備し、良好
な都市型住宅の供給を推進する。 

支援措置の
内容：社会資
本整備総合
交付金（市街
地再開発事
業） 

 

 
内容：住宅（190
戸）  
 実施時期： 
位置：北九州市小
倉北区室町二丁
目９番 

H19 年度 
～22 年度 

 この効果としては、付加価値の
高い快適な居住環境を形成する
とともに、歩行者空間を創出し、
賑わいのある街並みの形成等が
図られることから、昼間人口の拡
大による活力向上のために必要
な事業である。 

地区面積：0.5ha 
 
実施時期： 
H19～H22 年度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【西小倉駅前第一地区 

市街地再開発事業の完成イメージ】 
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支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名、内容及び
実施時期 

目標達成のための位置付け及び必
要性 

実施主体 

住友不動
産株式会
社 

都市福利施設の充実と都心居住
を促進する施策に位置付けられる
事業であり、商店街エリアと大型
商業施設の中間に位置する地区
に、医療モール、分譲住宅、商業
施設及び交流センターを整備する
ものである。 

支援措置の
内容：社会資
本整備総合
交付金（暮ら
し・にぎわい
再生事業） 

 事業名：（仮称）
旧小倉ホテル跡
地整備事業  

（再掲） 

 

内容： 医療モー
ル、商業施設、分
譲住宅等 

 
この効果としては、都市福利施
設の充実による賑わい創出に資す
る空間の形成により昼間人口の拡
大・活力向上のほか、隣接街区と
調和する連続したオープンスペー
スを確保することで、付加価値の
高い快適な居住環境や土地の有効
活用による夜間人口の拡大が図ら
れることから、来街者の利便性向
上による歩行者通行量、年間来店
者数の向上並びに都心居住による
活力ある街の形成のために必要な
事業である。 

実施時期： 
 H22 年度 
  
位置：小倉北区船
場町3番 

なお、H23～
24 年度に社
会資本整備
総合交付金
（優良建築
物等整備事
業）を活用 

 

実施時期： 

H22～24年度 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

付加価値の高い快適な居住環境や賑
わい創出に資する空間形成 

） 

 

・ 建築物の外壁またはこれに代わる

柱の面から道路境界線までの距離

は 3.0ｍ以上（工作物その他支障と

なるものを設けない

・ 建築物の外壁等の色は、周辺環境

に調和させる 

・ 広告物及び看板類は、自己の用に

供するものに限定し、周辺の美観に

配慮 
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（２）②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名、内容及び
実施時期 

目標達成のための位置付け及び必
要性 

実施主体 

事業名：優良賃貸
住宅供給支援事
業 

北九州市
（供給主
体は民間） 

中心市街地等への良質な賃貸住
宅の供給を促進する施策に位置付
けられる事業であり、本事業は、
人口減少や高齢化の進行が著し
く、また、良質な賃貸住宅が不足
する状況にある中心市街地等にお
いて、ファミリー向け賃貸住宅や
高齢者向け優良賃貸住宅の供給を
支援（建設費補助、家賃減額補助）
するものである。（平成 22 年度認
定分から家賃減額補助を廃止し、
以後は既認定分の家賃減額補助を
実施） 

支援措置の
内容：社会資
本整備総合
交付金（地域
住宅計画に
基づく事業） 

 

 
内容：地域優良賃
貸住宅（一般型・
特定優良賃貸住
宅 及 び 高 齢 者
型・高齢者向け優
良賃貸住宅）の供
給を支援する事
業 

 
実施時期： 
H6 年度 
～26 年度 

 
位置：一般型・特
定優良賃貸住宅
―街なか(小学校
区単位131校区の
うち 107 校区)、
高齢者型・高齢者
向け優良賃貸住
宅―市内全域 

この効果として、中心市街地等
での良質な賃貸住宅の供給によ
り、若年世帯の定住促進、高齢者
の居住の安定確保が見込まれる
ため、都心居住や就業を支える多
様な機能が充実した活力あるま
ちの形成に必要な事業である。 

中心市街地エリ
ア内の物件につ
いて優先的に認
定 
 
実施時期： 
H6 年度～ 
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支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名、内容及び
実施時期 

目標達成のための位置付け及び必
要性 

実施主体 

事業名：住宅市街
地総合整備事業
(長浜地区） 

北九州市 長浜地区は小倉都心地区に位置
し、小倉駅に近接した住宅地とし
ての高いポテンシャルを持ってい
るが、比較的区画割が整い、幅員 4
ｍ前後の道路があるエリアと道路
が狭隘で宅地も狭小なため、民間
による建て替えが進まず、極度に
老朽住宅が密集し、火災等の災害
発生時に大火が生じる危険性が高
く、また日照、通風等の居住環境
に問題を抱えるエリアを併せ持つ
地区でもある。 

支援措置の
内容：社会資
本整備総合
交付金（住宅
市街地総合
整備事業） 

 

 
内容：除却戸数 96
戸、除却件数 102
件、賃貸コミュニ
ティ住宅建設戸
数 69 戸、戸建住
宅分譲地 13 区画
（2,100 ㎡）、道路
の整備 5路線、延
長 622ｍ（西地区
１路線、東地区 4
路線）、児童館建
設 1棟 

 
実施時期： 
H13 年度 
～23 年度 

本事業は、都心居住を促進する
施策に位置付けられる事業であ
り、この地区の位置的な利便性を
活かし、老朽木造住宅が密集し、
防災性や居住環境に問題を抱えて
いるエリアを対象に、道路やコミ
ュニティ住宅等の整備を行う。 

 
位置：小倉区長浜
町、末広一丁目 
 この効果としては、安全で快適

な居住環境を創出することが可
能となるため、昼間人口の拡大に
よる活力向上のために必要な事
業である。 

実施時期： 
H13～23 年度 
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支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名、内容及び
実施時期 

目標達成のための位置付け及び必
要性 

実施主体 

住友不動
産株式会
社 

都市福利施設の充実と都心居住
を促進する施策に位置付けられる
事業であり、商店街エリアと大型
商業施設の中間に位置する地区
に、医療モール、分譲住宅、商業
施設及び交流センターを整備する
ものである。 

支援措置の
内容：社会資
本整備総合
交付金 

 事業名：（仮称）
旧小倉ホテル跡
地整備事業  

（再掲） 

 （優良建築
物等整備事
業） 

内容： 医療モー
ル、商業施設、分
譲住宅等 この効果としては、都市福利施

設の充実による賑わい創出に資す
る空間の形成により昼間人口の拡
大・活力向上のほか、隣接街区と
調和する連続したオープンスペー
スを確保することで、付加価値の
高い快適な居住環境や土地の有効
活用による夜間人口の拡大が図ら
れることから、来街者の利便性向
上による歩行者通行量、年間来店
者数の向上並びに都心居住による
活力ある街の形成のために必要な
事業である。 

 
 実施時期： 
 H23 年度～ 
位置：小倉北区船
場町3番 

H24 年度 
 

  
実施時期： なお、H22 年

度に社会資
本整備総合
交付金（暮ら
し・にぎわい
再生事業）を
活用 

H22～24年度 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
付加価値の高い快適な居住環境や賑
わい創出に資する空間形成 

） 

 

・ 建築物の外壁またはこれに代わる

柱の面から道路境界線までの距離

は 3.0ｍ以上（工作物その他支障と

なるものを設けない

・ 建築物の外壁等の色は、周辺環境

に調和させる 

・ 広告物及び看板類は、自己の用に

供するものに限定し、周辺の美観に

配慮 
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支援措置の
内容及び実
施時期 

その他
の事項 

事業名、内容及び
実施時期 

目標達成のための位置付け及び必
要性 

実施主体 

事業名：北九州市
住まい支援事業 

北九州市 市外から市内の中心市街地等へ
の転入を促進する施策に位置付け
られる事業であり、市外から転入
して市内において良質な住宅を購
入し、又は建設する者に対し、借
入金の利子補給を行い、住宅取得
を支援するものである。（新規認定
は平成 21 年度分で終了し、以後は
既認定分の利子補給を実施） 

支援措置の
内容： 

 

 社会資本整
備総合交付
金（地域住宅
計画に基づ
く事業（公営
住宅等整備
事業及び公
営住宅等ス
トック総合
改善事業）と
一体の効果
促進事業） 

内容：良質な住宅
を購入、建設する
者に対して利子
補給金を交付 
 
位置：北九州市内
の「住まい支援事
業対象物件」に登
録された住宅・土
地 

この効果として、エンドユーザ
ーに対する住宅取得の支援によ
り、良質な住宅の建設や住宅取得
の促進が期待されるため、昼間人
口の拡大による活力向上のため
に必要な事業である。 

中心市街地エリ
ア内の物件につ
いて優先的に認
定 

 
実施時期： 
H17～ 21 年
度  

実施時期： 
H17～21 年度 

（３）中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 
該当なし 
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（４）国の支援がないその他の事業 

国以外の支援
措置の内容及
び実施時期 

その他
の事項 

事業名、内容及び
実施時期 

目標達成のための位置付け及び必
要性 

実施主体 

事業名：中心市街
地における共同
住宅供給の促進 

北九州市   中心市街地への質の高い住宅供
給を促進する施策に位置付けられ
る事業であり、本事業は認定を受
けた中心市街地活性化基本計画の
区域内で行われる良質な住宅系プ
ロジェクトに対し、支援策の活用
を図り、民間事業を推進するもの
である。 

（供給主
体は民間） 

 
内容：中心市街地
における優良な
共同住宅の供給
を支援する事業 
 

この効果として、中心市街地に
おける質の高い民間住宅の供給促
進が期待されるとともに、土地の
有効利用、市街地環境の改善等が
見込まれるため、都心居住や就業
を支える多様な機能が充実した活
力あるまちの形成に必要な事業で
ある。 

位置：中心市街地
活性化基本計画
の 区 域 内 （ 約
380ha） 
 
実施時期： 
H20～24 年度 
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